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１－２ 消火器の流通・リサイクルの実態調査 

１－２－１ 消火器の流通・リサイクルの概要 

（１）消火器の流通・リサイクルの概要 

消火器の流通・リサイクル実態については、平成 12～16 年度にかけて実態調査を行っ

てきたが、各年度の調査内容を総合的にまとめると、概ね図 1.2.1.1 に示すとおりと推

測できる。 

消火器製造会社（メーカー）

消火器・保守
販売事業者

ホームセン
ター等

の量販店
リース会社 自動車会社 その他

277万本　
（72.7％）

42.3万本　
（11.1％）

防火対象物向け
約312万本新規設置（82％）
＝381万本×82％

一般家庭向け
約61万本新規設置（16％）
＝381万本×16％

自動車他向け
約8万本新規設置（2％）
＝381万本×2％

流
　
　
通

国内の粉末消火器の設置推計本数：約4,000万本（検定本数から推計：平成12年度調査）

防火対象物
消防法で設置義務有り

一般家庭（住宅） その他（車両、船舶、街頭等）

消火器ﾒｰｶｰ営
業所・支店等

10.8万本　
（2.8％）

15.5万本　
（4.1％）

34.7万本　
（9.1％）

0.6万本　
（0.1％）

粉末消火器出荷本数　約381万本　平成15年度実績（日本消防検定協会）

販売ベースで約3,280万本
＝4000万本×82％

販売ベースで約640万本
＝4000万本×16％

販売ベースで約80万本
＝4000万本×2％

リ
サ
イ
ク
ル

不用消火器は年間３００～４００万本程度の発生が見込まれる

消火器・保守販売事業者回収
（全国に約6,000社以上）

約２００万本以上が見込まれる

地方公共団体回収、イベント回収、そ
の他の事業者の回収
約１００～２００万本

消火器メーカーリサイクル施設
約134万本（実績）

消火器リサイクル専門業者
約140万本（実績）

廃棄物処理業者他
約50～100万本

・関東に３～４社で約140万本
を受入れ（平成15年度実
績）、一部の消火器メーカー
も委託している。

・各社、薬剤を含めて高い再資
源化率を確保している。

一部解体処
理委託

薬剤搬出

・消火器メーカー工場より遠隔
地域の不用消火器や保守
販売業者回収ルート以外の
不用消火器は、地域の廃棄
物処理業者で処理されてい
るとみられる。

・金属容器のリサイクルは進ん
でいるとみられる。

・主要消火器メーカー７社などで合計
約134万本を受ける。詰替用薬剤約
15万缶（消火器約50万本相当）も受
入れ。（平成15年実績、一部外部委
託含む）

・消火器メーカーは、エコマーク付き消
火器の製造が進み、再生薬剤生産
プラントの整備が加速化、他に肥料
化リサイクルを実施する消火器メー
カーも有り。

＊平成16年度ｱﾝｹｰﾄ調査結果に基づく

 
図 1.2.1.1 消火器の流通・リサイクル実態 
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１）製造から廃棄（リサイクル）までの流通実態 

ア 製造・販売 

粉末消火器は平成 15 年度において約 381 万本（検定本数）が製造され、このうち約

80％以上が消防用設備等の取扱いを専門とする保守販売業者から販売されている。 

消火器の適正な設置と管理が法的に義務付けられている防火対象物に設置される消火

器は約 80％、一般家庭向けの消火器は約 15％となっている。 

防火対象物に設置される消火器については、そのほとんどが保守販売業者を通して販

売、管理されるシステムとなっている。しかし、法的には設置等が義務付けられていない

一般家庭向けの消火器の購入や入手形態は、保守販売業者だけではなく、消火器メーカー

直販、ホームセンター等の量販店、リース形態、自動車会社等、多肢にわたっている。 

 
イ 消火器の保有状況 

全国には約 4,000 万本の消火器が存在していると推定され、そのうち、販売ベースで

は、防火対象物に設置されている消火器は約 3,300 万本、一般家庭に設置されている消

火器は約 640 万本と考えられる。ただし、一般家庭の消火器については、実際にはもっ

と多く設置されているとの調査結果もある。（平成 13 年度に全国の一般家庭 5,000 件を

対象に実施したアンケート調査結果から、40％以上が消火器を保有しているとの推計結

果が得られ、そこから試算すると一般家庭の粉末消火器設置は約 1,600 万本となる。） 

 
２）不用消火器の回収・リサイクルの実態 

生産出荷本数から推定すると年間 300～400 万本の不用消火器が発生していることと

なる。保守販売業者を通して回収される不用消火器は年間 200 万本以上と推計され、地

方公共団体回収やイベント回収の他長期の退蔵などが約 100～200 万本と推計される。 

防火対象物に設置される消火器は、消防用設備等の保守管理を行っている保守販売業

者が定期点検時に新品と交換した際に生じる不用消火器の回収を行うのが通例となって

いる。 

一般家庭向けの消火器については、その購入・入手形態から回収方法まで多肢にわた

る。一部の地方公共団体では大型ごみと同様な引き取りを実施している例もあるが、ほ

とんどの地方公共団体は適正処理困難物として直接引き取らず、処理ルートの紹介に留

まっている。 

一次回収された不用消火器は、消火器の販売拠点（小売店・ホームセンター等含む）

で一旦保管された後、消火器メーカーの営業販売拠点（地方営業所／支店等）等に集積

されるケースが主流である。アンケート調査によると、地域の廃棄物処理業者に搬出す

るケースや販売店等が自ら解体処理を行うケースも確認され、消火器メーカー工場から

の遠隔地でその傾向が高い状況が確認された。最終的に消火器メーカーのリサイクル工

場、又は、一部の消火器メーカーが委託を行っている消火器リサイクル専門業者で解体

処理されるルートが主流である。なお、平成 15 年度の実績ベースで、消火器メーカーで

約 134 万本、消火器リサイクル専門業者で約 140 万本となっている。 
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１－２－２ 消火器の流通・リサイクル実態調査 

（１）消火器メーカーによる不用消火器の回収状況 

日本消火器工業会の統計によると、平成 15 年度における消火器メーカーに回収された

不用消火器の本数は約 134 万本であり、消火器生産数の約 35％に相当する。また、詰換

用薬剤についても約 15 万缶（15kg 入）を受入れ、再生リサイクルを図っている。 

不用消火器は、消火器メーカー又は委託業者により分解され、金属部品はリサイクル

資源として中間処理業者に、プラスチックは廃棄埋立処分のため廃棄物処理業者に渡さ

れるのが通例になっている。 

消火薬剤は、消火器メーカーや消火器リサイクル専門業者に搬入されるものは、その

ほとんどが消火薬剤又は肥料の原料に再生されている。なお、ミレニアム・プロジェク

トの開始当初（平成12年度）は粉末消火薬剤の大部分が埋立処分される傾向にあったが、

近年、そのリサイクル体制の整備が加速化してきた効果が大きいと考えられる。一方、

消火器メーカーや消火器リサイクル専門業者に搬入されていないものは、その大部分が

産業廃棄物として埋立処分されている状況である。今後、消火器メーカー等のリサイク

ルが可能な施設へ確実に回収するシステムの構築が望まれる。 

 
（２）消火器リサイクル専門業者による不用消火器の回収状況 

消火器リサイクル専門業者は、消火器のリサイクルを専門に取扱う業者であり、首都

圏に３社程度確認されている。一部の消火器メーカーから技術指導を受けている事業者

もあり、消火器メーカーから指定されたメーカー販売拠点（地方支店）の集積場所等ま

で回収を実施することもある。業務内容は、解体及び金属と薬剤の回収であり、回収薬

剤は消火薬剤メーカーに搬出、又は肥料化し、実績ベースで約 140 万本を受入れている

と推定されている。 

 
（３）一般家庭における不用消火器の実態調査の概要 

  （平成 13 年度 一般家庭向けインターネットアンケート調査）（回答数：5,013 件） 

 

１） アンケート調査の概要 

平成 13 年度の調査では、将来の消火器リサイクルシステム構築に必要な、一般家庭

における消火器具の設置状況、廃棄方法等の実態を把握することを目的として、イン

ターネットを活用したアンケート調査を実施した。 

調査方法としては、回収数の確保、効率性、回収データの信頼性等の観点から、電

子メール配信型のインターネット調査を採用し、5,000 名までの回答をインターネット

上で受け付ける方法をとった。なお、実際の回収数は 5,013 件であった。 
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２）アンケート調査結果 

① 消火器具の保有状況 

消火器具（消火器及び簡易消火具）は、「持っている」との回答が 43％と最も多く、

「家にはないが、マンション・アパート等の共用廊下等に置かれている」との回答が

22％であった。アンケート回答世帯のうち 60％以上について消火器具が身近に設置さ

れているという実態が明らかになった。また、「持っていない」との回答は 35％であっ

た。 

消火器具の地域別の保有状況は、北海道や東北地方等の寒冷地域における保有率が

比較的高いことが確認されている。これは、冬場の暖房器具の使用等による火災予防

に対する意識の高さによるものであると推測される。また、関東地方や近畿地方では、

「マンション・アパートの共用廊下等に置かれている」という回答が多い。この一部

は、都市部における住居形態を反映したものであると推測される。 

消火器具の同居家族人数別の保有状況は、家族の人数が多いほど保有率が高くなる

傾向がある。 

「持っていない」と回答した 22％の世帯について、過去の保有経験について質問し

たところ、約 30％が「持っていたことがある」、約 70％が「持っていたことはない」

と回答しており、現在、消火器具を保有してない家庭の多くが過去においても保有経

験がない。また、消火器具を保有していない世帯の 50％近くが「いずれ備え付けたい

と考えている」と回答している。 

 

② 消火器具の種類ごとの保有状況 

消火器具の種類別保有状況は、消火器具を保有している家庭の 72％が粉末消火器、

18％が簡易消火具（消火スプレー）、６％が強化液消火器、４％が住宅用消火器を保有

していると回答しており、一般家庭においては粉末消火器の普及率が最も高いことが

明らかになった。なお、複数種類の消火器具を保有している家庭があるため、分母は

消火器具を保有している世帯数を越えている。 

 

③ 粉末ＡＢＣ消火器について 

消火器具の保有状況は、消火器具の種類別（粉末消火器、強化液消火器、住宅用消

火器、簡易消火具）に調査を実施したが、いずれの消火器具も基本的に同じ傾向を示

したため、ここでは最も普及数の多い、粉末消火器について整理する。 

 

④ 粉末消火器の製造・購入後の年数 

全体の 50％以上の消火器が製造・購入後５年以内のものであった。しかし、その一

方で 10 年以上経過した消火器、経過年数不明の消火器も 20％以上あり、古い消火器が

廃棄されず家庭に保管されたままになっていることが推測される。 
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⑤ 粉末消火器の購入方法 

粉末消火器を保有している世帯の 25％が、町内会や消防関係団体等のあっせん、訓

練、講習会等の際に購入したと回答している。また、５％程ではあるが「中古品をも

らった」という回答もあり、古い消火器が家庭に保管される要因となることが懸念さ

れる。 

 

⑥ 粉末消火器の設置状況 

粉末消火器は、その 90％の世帯でいつでも使用できる場所に設置されている。 

 

⑦ 粉末消火器の点検・買い替えの実施状況 

約 40％の世帯では、粉末消火器の点検又は買い替えを行っている。 

 

⑧ 不用粉末消火器の保有状況 

粉末消火器を保有している世帯のうち、処分したいと考えている粉末消火器を保有

したままになっている世帯は全体の 20％以上であった。それらの粉末消火器を処分し

ていない理由の 70％が「処分の方法がわからないため」であった。 

 

⑨ 消火器具の処分方法 

消火器具の処分経験については、消火器具の保有経験がある世帯のうち、「処分をし

たことがある」のは 30％未満で、「処分したことがない」という世帯が 70％以上であ

った。 

消火器の処分方法については、消火器の処分経験がある世帯のうち、35％が「販売

店、業者、消火器メーカーに引き取ってもらった」と回答している。また、33％が「地

方公共団体等が行う所定の手続きにより、又は収集指定日に回収」と回答しており、

廃棄される消火器のうち地方公共団体等に流れるものが 1/3 を占める結果となってい

る。 

 

⑩ 簡易消火具の処分方法 

簡易消火具（消火スプレー）の処分方法については、簡易消火具の処分経験がある

世帯のうち、32％が「不燃ごみとして収集場所に出した」、16％が「販売店、業者、消

火器メーカーに引き取ってもらった」と回答している。また「資源ごみとして収集場

所に出した」という回答が９％あり、空き缶等の資源ごみ回収の中に、簡易消火具が

混入されていることが推測される。 

 

⑪ アンケート調査結果の解析 

「一般家庭における消火器の実態調査」の調査結果の妥当性を確認するため、「数量

化理論第Ⅱ類」により分析が行われ、調査結果が妥当なものであることが確認された。 
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なお、数量化理論第Ⅱ類による分析の結果、消火器の『保持・非保持』を決定づけ

る要因として影響の大きいものは、自宅種類、地域、家族形態等であることが明らか

になった。 

CASE_1b
消火器具の保有について（Q1）

群1：「持っている」

群2：「持っていない」

群3：「共用している」

に関する３群の判別分析

CASE_2b
消火器具の保有について（Q1）

群1：「持っている」＆

「共用している」

群2：「持っていない」

に関する２群の判別分析

※case1の群1と群3を
統合して分析したもの

CASE_3b
粉末(ABC)消火器の保有

について（Q2）

群1：「持っている」

群2：「持っていない」

に関する２群の判別分析

※case1の群1に属するｻﾝﾌ ﾙ゚に

関してABC消火器保有判別分析

CASE_4b
（Q1）

群1：「持っている」

群2：「持っていない」

群3：「共用している」

に関する２群の判別分析

CASE_4c
（Q1）

群1：「持っている」

群2：「持っていない」

群3：「共用している」

に関する２群の判別分析

ただし，｢性別｣を除去する

CASE_2c
（Q1）

群1：「持っている」＆

「共用している」

群2：「持っていない」

に関する２群の判別分析

ただし，｢性別｣を除去する  
 

図 1.2.2.1 数量化理論第Ⅱ類による分析 

 

表 1.2.2.1 一般家庭向けインターネットアンケート調査結果の概要 

項

目 
調査対象 調査結果 

消

火

器

の

保

有

状

況 

・一般家庭の 40％以上が、消火器を保有しているという実態が明らかにな

った。アンケート調査結果の拡大推計を行うことにより、一般家庭には

約 1,900万本の消火器が設置、うち約 300万本が製造・購入後 11年以上

経過し、また処分したいと考えながらも処分されないまま約 400 万本が

家庭内に放置されていることが推計される。 

・消火器の保有状況は、地域別では北海道、東北地方の寒冷地域での保有

率の高さが確認された。同居家族の人数別では、家族の人数が多いほど

消火器の保有率が高くなる。 

消

火

器

の

回

収

状

況 

一般家庭 

5,000世帯：ｱﾝｹｰﾄ 

・消火器を処分できないまま放置している理由として、「処分の方法がわか

らない」という回答が最も多く、消火器の処理方法が一般に知られてい

ないという実態が明らかになった。 

・回収方法として望ましい方法については、「定められた日に収集指定場所

に出す」という家庭ごみと同じ方法を選んだ回答が最も多くあった。 
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   ○全国4,700万世帯のうち消火器保有世帯
      消火器具を保有している：2,000万世帯
      消火器具を保有していない：2,700万世帯

   ○全国の一般家庭に設置されている消火器数
      ・消火器：約1,900万本　*2
　   　　（粉末消火器：約1,650万本、強化液消火器
　   　　　：約150万本、住宅用消火器：約100万本）
       ・消火スプレー：約500万本

一般家庭設置消火器のリサイクル状況

一般家庭向けアンケート調査結果の概要

①消火器具の保有状況 拡大推計

＜ 一般住宅消火器の保有・設置状況 ＞

○ 一般家庭の40％以上が、消火器を保有しているという実態が明らかになった。平成12年度調査結果よりも多

くの消火器が一般家庭に設置されていると予測される。

○ 消火器の保有状況は、地域別では東北地方が高い保有率を示している。同居家族の人数別では、家族の人

数が多いほど消火器の保有率が高くなる。

○ アンケート調査結果の拡大推計により、一般家庭には約1,900万本の消火器が設置、うち約300万本が製造・

購入後11年以上経過したもので、また約400万本が処分したいと考えながらも処分されないまま家庭内に放

置されていると推計される。

○ 消火器を処分できないまま放置している理由は、「処分の方法がわからない」という回答が最も多く、消火器

の処理方法が一般に知られていないという実態が明らかになった。

○ 回収方法として望ましい方法については、「定められた日に収集指定場所に出す」という家庭ごみと同じ方法

を選んだ回答が最も多くあった。

拡大推計
全国の一般家庭に設置されている処分したい消

火器具数：約400万本

*：一般家庭向けアンケート調査の結果の整合性は数量化理論による分析で証明（参考資料2-4参照）

拡大推計
全国の一般家庭に設置されている製造・購入後

11年以上経過した消火器具数：約300万本

粉末消火器、強化液消火器、住宅用消火器、消火
スプレーを含む。

②保有消火器の製造年数 ③消火器の処分需要・

持っている
43%

持っていな
い

35%

家にはない
が、マン
ション・ア

パートの共
用廊下等

に置かれて
いる
22%

n=5,004

6～10年
27%

11～15年
8%

15年以上
5%

不明
8%

5年以内
52%

処分した
いものが
ないある

21%

処分した
いものが
ない
79%

＜ 一般住宅の消火器の保有・設置状況 ＞

○ 一般家庭の 40％以上が、消火器を保有しているという実態が明らかになった。これによると、平成 12 年度

調査結果よりも多くの消火器が一般家庭に設置されていると予測される。

図 1.2.2.2 一般家庭の消火器の設置状況 
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（４）消火器の保守販売業者における不用消火器の取扱いに係る実態調査 

  （平成 15 年度 約 2,800 の保守販売業者から回答を得たアンケート調査実施） 

 

１） 消火器の保守販売業者に係るアンケート実態調査の概要 

消火器及び消火薬剤について、全国規模の具体的な流通実態を把握することを主な

目的として、不用消火器を取扱う機会が多い保守販売業者に対して、平成 15 年度に調

査を実施した。 

具体的には、全国の都道府県消防設備保守協会に加盟する点検業務を行う点検済表

示登録会員 6,408 件に対して、アンケート方式で調査を実施した。なお、回収数は 2,842

件（回収率 44.4%）であった。 

 

２） アンケート調査結果 

① 消火器と消火薬剤の販売・回収 

全国的に消火器よりも消火薬剤の方が販売に対する回収の比率が高い傾向にある。

消火器では、その製品寿命が８年程度といわれるように長期間保管されることが多い

ため、販売と回収が直接結びつきにくいことや、販売店以外の回収ルートの存在も考

えられる。消火薬剤については、保守販売業者が点検時に詰替回収するものと、保守

販売業者の自社解体された消火薬剤とが含まれるため、消火薬剤の販売に対する回収

割合は消火器に比べて高くなると考えられる。 

 

② 消火器の処理の概要 

不用消火器の主な処理内容は、消火器メーカーに依頼が 57％、次いで保守販売業者

の自社解体が 24％、消火器リサイクル専門業者に依頼が 14％となっており、全体的に

消火器メーカーに依頼する傾向がみられる。その他としては、消防設備業者に依頼、

自社保管、消防訓練時に薬剤の再利用等があり、全体の約１％である。 

地域別にみた場合、消火器メーカーのリサイクル工場や回収拠点が集中する中部や

関西では、消火器メーカーに依頼する割合が約８割と高く、そこからの遠隔地である

東北や北海道、沖縄では自社解体をする割合が各々約４割、６割、７割と高くなる。

関東や東北では、消火器リサイクル専門業者への依頼が約２割から３割程度確認され

る。 

 

③ 消火薬剤の処理の概要 

消火薬剤の処理は、消火器メーカー（営業所と工場を含む）に依頼が 87％、消火器

リサイクル専門業者に依頼及び産廃処理業者に依頼が５％であり、全国的に消火器メ

ーカーに依頼する傾向がみられる。 

保守販売業者向けアンケート結果の概要は、次の表に示すとおりである。 
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表 1.2.2.2 保守販売業者向けアンケート結果の概要 

設問 結果 

(1)調査期間にお

ける消火器と

薬剤の販売・回

収 

〇消火器： 

回答のあった事業所の半年間における販売本数は全国で約 60 万本、回収本

数は全国で約 41 万本であり、当該期間における販売に対する回収の比率は約

69％である。 

〇消火薬剤： 

販売量が全国で約 647 トン、回収量は全国で約 611 トンであり、当該期間

における販売に対する回収の比率は約 95％である。 

〇地域別にみた場合： 

・消火器や消火薬剤の取扱量は関東や中部で多い傾向がみられる。 

・当該期間における販売に対する回収の比率は、地域による差異がみられ、

全国的に消火器よりも消火薬剤の方が高い。 

(2)消火薬剤の取

扱い（粉末ＡＢ

Ｃ薬剤と粉末

ＢＣ薬剤の区

別） 

〇粉末ＢＣ薬剤を取扱っていない事業所は、回答者全体の約７割を占める。 

〇粉末ＢＣ薬剤を取扱っている事業所の約２割が、薬剤を区別せずに回収して

いる。 

 →薬剤のリサイクル推進面での課題。 

(3)消火器の処理

方法（処理依頼

先） 

〇処理総数：  

・処理総数は約 42 万本である。 

・消火器の回収量よりも高い数値になっているのは、在庫が処理に回ったため

と考えられる。 

〇全国の処理傾向： 

  消火器メーカーに依頼が 57％、自社解体が 24％、消火器リサイクル専門業

者に依頼が 14％となっており、全体的に消火器メーカーに依頼する傾向がみ

られる。 

〇地域別にみた場合： 

  消火器メーカーのリサイクル工場や回収拠点が集積する地域では消火器メ

ーカーに依頼するケースが多く、そこから遠隔地になるほど、自社解体をする

傾向がみられる。 

(4)消火薬剤の処

理方法（処理依

頼先） 

〇処理総量： 

  処理総量は 1,391 トンである。 

〇処理内容： 

  消火器メーカーに依頼が 87％、消火器リサイクル専門業者に依頼が５％、

産廃処理業者に依頼が５％であり、全国的に消火器メーカーに依頼する傾向が

高い。 

〇地域別にみた場合： 

・東北と九州を除く地域では８割以上が消火器メーカーに処理依頼している。

・東北では、消火器メーカーのほかに消火器リサイクル専門業者に依頼があげ

られ、九州では消火器メーカーのほかに埋立て処理が確認される。 

(5)自社解体後の

消火薬剤の処

理（処理依頼

先） 

〇処理総量： 

  処理総量は 614 トンである。 

〇処理内容： 

  消火器メーカーに依頼が 88％、産廃処理業者に依頼が４％、自社処理が２％

であり、全国的に消火器メーカーに依頼する傾向がみられる。 

〇地域別にみた場合： 

  全ての地域において消火器メーカーに依頼する傾向がみられる。ただし、

東北では自社処理、中国では自社保管、九州では自社処理や処分場に埋立ての

傾向も確認され、地域による差異が確認される。 

（注）調査期間は、平成 15 年４月から９月末まである。 
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（５）保守販売業者に関する追加調査（平成 16 年 12 月） 

（４）の実態調査を補足するため、保守販売業者が自社解体処理している場合のそ

の後の処理方法と、また産業廃棄物処理業者へ引き渡している場合の産業廃棄物処理

業者への処分方法について、自社解体している業者を中心として追加アンケート調査

を実施した。 

調査は、前年度調査した対象のうち、「自社解体している」と回答のあった 543 社と

し、372 社の回答（回収率 68.5％）を得ることができた。 

 

１）自社解体を実施している保守販売業者の薬剤処理の動向 

追加アンケート調査では、自社解体を行っている事業者の約７割が消火器メーカー

に搬出している結果が得られた。残りの消火薬剤は、消火器リサイクル専門業者や地

域の廃棄物処理業者へ搬出しているとの結果が得られた。消火器メーカー以外のルー

トについては、消火器リサイクル専門業者を始めとして、リサイクルを実施している

事業者への搬出という回答もみられ、自社解体処理であっても、概ねリサイクルに回

っている状況が確認された。 

一方、埋立処分等が主体となっている地域において、廃棄物処理業者へ委託するケ

ースの理由は、次の項目が挙げられる。今後、より一層、消火器リサイクルを推進す

る上での課題として捉えることができる。 

 

＜自社解体処理後の消火薬剤を消火器メーカーに搬送しない主な理由＞ 

・ 輸送費等、コストがかかりすぎる。 

・ 返送するほどの取扱量ではない。 

・ 慣例的に、地域の処理業者に委託しているが不都合は生じていない。 

・ 他の廃棄物も併せて引取ってもらえる。 

・ 消火器リサイクルの専門業者が回収してくれる。 

・ 消防訓練用として利用している。 

・ 消火器メーカーから広報がないため、消火器メーカーへの搬出方法がわからない。 

・ 消火器メーカーから遠隔地であるため、消火器メーカーへの搬送ルートがない。 

 

（６）不用消火器のリサイクル実態に係るヒアリング調査結果のとりまとめ 

  （平成 12～16 年度 関係者ヒアリング調査実施等によるリサイクル実態のまとめ） 

 

平成 12～16 年度までに実施したリサイクル実態に係る調査をとりまとめると、次のと

おりである。 
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表 1.2.2.3 実態調査結果のまとめ 

 実 態 調 査 結 果  

消火器の出荷 

（本／年） 

○ 平成 15 年度の年間製造出荷本数： 

・年間出荷本数は約 380 万本である。（日本消火器工業会調べ） 

・主要消火器メーカー7社の粉末消火器検定申請数は次のとおり。 

Ａ社：約132万本、Ｂ社：約42万本、Ｃ社：約77万本、Ｄ社：約42万本、 

Ｅ社：約17万本、Ｆ社：約43万本、Ｇ社：約９万本 

 

消火器の回収 

・回収本数 

・回収率 

○ 平成 15 年度の年間回収本数： 

・年間回収本数は約 134 万本である。（回収率：約 35％） 

Ａ社：約54万本、Ｂ社：約15万本、Ｃ社：約25万本、Ｄ社：約15万本、 

Ｅ社：約５万本、Ｆ社：約15万本、Ｇ社：２万本、その他：約６万本 

 

 
地方公共団体

の関与 

○ アンケート調査結果： 

・調査を行った 171 業者のうち、消防機関との協力体制のもと回収を実施

しているのは 98 業者（57％）であり、半数程度の地方公共団体で、消

防機関と地元業者との協力体制が整備されていることが考えられる。 
○ 地方公共団体が回収した消火器等の引き取りを行っている業者が 171 業者の

うち 46 業者（27％）であり、3 分の 1 近くの地方公共団体が何らかのかたち

（不法投棄消火器の処理等）で消火器の回収・引き取りに関与している実態が

うかがえる。 

 

防火対象物に 

設置された 

消火器 

○ 回収不用消火器の多くは設置義務のある防火対象物に設置された消火器であ

ると推定される。 

○ 保守販売業者、営業所を経由して回収されるルートがメインとなる（帰り便等

を活用し運搬）。 

 

一般家庭に 

設置された 

消火器 

○ 一般家庭に設置された消火器の主要回収ルート： 

・一般家庭に設置された消火器の主要な回収ルートは、保守販売業者であり、

そこから消火器メーカーに回収されるケースである。また一般家庭に設置さ

れた消火器の回収には消防機関が関与するケースも多く、助成金の交付、業

者の紹介、広報活動の実施等のかたちで関与が行われている。 

・消火器保守販売業者171業者による消火器回収： 

８万本の販売に対して６万本回収している（回収率：74％）（平成13年度の

一斉回収に伴い、一時的に回収量が増加した）。 

○ 消火器の回収方式： 

・消防機関との協力体制57％、消防機関が関与せずに回収77％、地方公共団体

回収消火器の引き取り27％、その他33％（件数：複数回答あり） 

・（回収本数に換算した場合：消防機関との協力体制42％、消防機関が関与せず

に回収34％、地方公共団体回収消火器の引き取り13％、その他11％） 
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 実 態 調 査 結 果  

一般家庭に 

設置された 

消火器 

○ 家庭内で保管又は放置されている可能性があり、400万本の滞留が推計される

（平成13年度調査結果）。 

○ 生活協同組合、リース会社等により販売された場合は、独自の回収ルートが構

築されており、確実に回収されている。 

○ 地方公共団体関与の回収が求められる。 

 ・地方公共団体回収： 

多くの地方公共団体で消火器を適正処理困難物に指定しており、責任の

範囲外としている。 

 ・イベント回収： 

消火訓練を目的としたイベントを開催し、薬剤詰替、消火器あっせん及

び回収が実施されている場合がある。 

消
火
器
の
回
収 

都市部と地方

部の消火器の

回収の差異 

〇ヒアリング調査結果： 

・消火器メーカーが把握している回収ルート（保守販売業者⇒メーカー営業所

⇒処理施設）で回収されるものの多くが都市部（本州地域）で発生する不用

消火器であると推定され、消火器メーカー営業所への引き渡し・処理施設ま

での運搬が困難な地域（例：北海道等）で発生した消火器は、保守販売業者で

処理を実施する等、消火器メーカーが関与していない場合も確認されている。

○ アンケート調査結果： 

・一部の地方都市（北海道）において使用者からの回収率が低いことが確認さ

れたが、全国では概ね40～70％の範囲内であり、都市部、地方部による顕著

な違いは確認されない。ただし、地方部で回収されたものは、事業所内で解

体分別されている消火器の比率が高く、北海道、中国、九州等の地方部は50

％以上が事業所で解体分別されている（関東、中部、近畿等の都市部では80

％以上が消火器メーカー・処理業者に引き渡されている）。 

回収消火器の保管 

○ 保守販売業者が回収した不用消火器： 

・保守販売業者が回収した不用消火器は、業者の保管スペースで管理される。

・アンケート調査の結果、不用消火器の保管スペースについて「狭くて困って

いる」と回答したのは約10％で、80％以上が「十分ある」または「現状でも

支障はない」と回答している。 

・都市部における保管スペースの確保が問題となることが予測されたが、アン

ケートでは地域別の大きな違いは確認できなかった。各業者で本数が貯まっ

た時点で引き取りを依頼する等、保管可能本数に応じた対応が取られている

と考えられる。 

保守販売業者

回収消火器 

○ 保守販売業者が引き取った不用消火器の処理方法： 

・70％を消火器メーカー・処理業者等に引き渡しており、30％を事業所内で解

体・分別後、業者に引き渡しを行っている。 

○ 処理施設までの運搬方法： 

・保守販売業者が回収した消火器の引き渡し先への運搬方法： 

約80％は引き渡し先が引き取りにくる方式、約10％が帰り便の活用、約10

％は引き渡し先まで自ら運搬という方式を取っている。 

・地域別でみた場合： 

北海道において帰り便の活用が約70％となっているほか、近畿において自

ら運搬という方式が約50％となっている。他の地域においては大きく異な

る点はない。 

消
火
器
の
処
理
・
リ
サ
イ
ク
ル 

 

都市部で 

発生する 

消火器 

○ 処理方法： 

・保守販売業者が回収した消火器のうち、関東、中部、近畿ではその80％以上

が消火器メーカー・処理業者等に渡されており、業者内で解体分別されるも

のは少ない。 

・特に、関東や近畿においては、消火器メーカーまたは代理店への引き渡し比

率が高く、またその本数も多い。 
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 実 態 調 査 結 果  

保
守
販
売
業
者
回
収
消
火
器 

メーカー営

業所への引

き渡しが困

難な消火器 

○ 処理方法： 

・ｂ市の保守販売業者で回収された不用消火器は保守販売業者で解体を行い、

解体後は地元の産業廃棄物処理業者に処理を委託している。 

・保守販売業者で回収された不用消火器の中には、保守販売業者自らが解体を

行い解体後の消火薬剤と本体容器を地元の産業廃棄物処理業者に処理を委託

しているケースも多くある。 

・北海道等で発生する不用消火器は比較的多くこの方法で処理されているもの

と推測される。 

・アンケート調査結果：保守販売業者が回収した消火器のうち、北海道、中国、

九州ではその50％以上が業者内で解体分別されており、消火器メーカー・処

理業者等に引き渡されるものは少ない。 

消火器ﾘｻｲｸ

ﾙ専門業者 

○ 消火器リサイクル専門業者の処理施設： 

・年間数十万本以上を取扱う消火器リサイクル専門業者が首都圏を中心に確認

されており、年間約140万本程度の不用消火器の引取りを実施している。 

・ Ｉ社約50万本（埼玉県） 

・ Ｊ社約60万本（千葉県） 

・ Ｋ社約30万本（茨城県） 

○消火器の回収： 

・消火器メーカーの販売ルートや、関東地域の保守販売業者、ホームセンター

等を通した消火器の回収を行っている場合が多い。 

○ 処理方法： 

・不用消火器を未処理のまま長期に保管している事業者もみられるが、解体処

理及び再生用薬剤回収を中心に年間数十万本以上を取扱っている。 

・解体処理後の状況： 

・粉末薬剤： 業者毎に処理方法は異なるが、ほとんどが消火器メーカーに

戻っている状況であり、一部、肥料メーカーにも引き渡され

ている。 

・ Ｉ社…消火薬剤メーカーに搬送後、消火器メーカーへ 

・ Ｊ社…消火器メーカーに搬送 

・ Ｋ社…肥料メーカーに搬送 

・リサイクルに回せない薬剤： 一部セメント工場に搬送する事業者もある。

  ・鉄スクラップ、アルミスクラップ： 

再資源化物として売却されている。 

  ・プラスチック、ゴミホース等： 埋立処分されている。 

○ リサイクル料金： 

・リサイクル料金200～300円／本（収集運搬費込み）を徴収している（適正な

処理を行うために必要な料金は最低300円／本と考えられている）。 

消
火
器
の
処
理
・
リ
サ
イ
ク
ル 

処
理
施
設 

メーカー保

有処理施設 

○消火器メーカー工場内の施設で処理を実施： 

現在稼動中の処理施設は、関西に３箇所あり、一部のメーカーは消火器リサイ

クル専門業者に委託処理を実施している。 

・ Ａ社：（自社工場で解体処理、薬剤リサイクル）処理能力 53万本／年、平成 

   14年４月に稼動開始（大阪府） 

・ Ｂ社：（自社工場で解体処理、薬剤リサイクル）15万本／年（三重県） 

・ Ｃ社：（自社工場で解体処理、薬剤リサイクル）25万本／年（大阪府） 

・ Ｄ社：Ｂ社と共同で薬剤リサイクルを実施：15万本／年 

・ Ｅ社：（自社で解体処理）5万本/年、薬剤は消火薬剤メーカーＨ社に処理依頼

   している。自社の薬剤リサイクル施設を整備予定。 

・ Ｆ社：リサイクルは外部委託：14万本/年、薬剤は消火薬剤メーカーＨ社に処

   理依頼している。自社の薬剤リサイクル施設を整備予定。 

・ Ｇ社：外部委託：2万本/年、薬剤は消火薬剤メーカーＨ社等に処理依頼してい

   る。 
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 実 態 調 査 結 果  

消火器メー

カー保有処

理施設 

○ 処理方法： 

  手解体により消火薬剤と容器本体を分別している。 

・Ａ社：Ａ社リサイクル工場で解体処理 

・Ｂ社：Ｂ社リサイクル工場で解体処理 

・Ｃ社：Ｃ社リサイクル工場で解体処理 

・Ｄ社：Ｂ社リサイクル工場で解体処理  

・Ｅ社：Ｅ社施設で解体処理 

・Ｆ社：消火器リサイクル専門業者に委託 

・Ｇ社：消火器リサイクル専門業者に委託 

○リサイクル施設の処理能力： 

 消火器メーカーのリサイクル工場等の処理能力は合計134万本／年であり、消火

器の回収本数は年々増加傾向にある。 

処
理
施
設 

その他処理

業者 

○消火器リサイクル専門業者や一部の消火器メーカーでは、これまで、北海道や

東北エリアでの回収があまりされていなかったことを受けて、これら地域を対

象とした回収ルートの構築を検討し始めている。 

○ 処理方法： 

・ 保守販売業者が回収した消火器が、一部の地域（北海道、中国、九州等）では

その多くが業者内での解体分別後、産業廃棄物処理業者により処理されている

傾向がみられた。この背景としては、①処分・運搬コストがかかる、②消火器

メーカーの回収方法が徹底されていない、③運搬・梱包等に手間がかかる等の

理由がアンケート調査結果より明らかになった。 

・ そのため、徴収料金の見直し、消火器メーカーの回収方法を徹底する等の解決

策が求められている。 

容器本体の 

リサイクル 

○ 回収される有価金属は、鉄スクラップ・アルミスクラップとしてリサイクルし

ている。 

○ プラスチック・ゴム類は埋立処分している。 

消
火
器
の
処
理
・
リ
サ
イ
ク
ル 

消火薬剤の 

リサイクル 

○保守販売業者や消火器メーカーの販売店で回収された消火薬剤のほとんどが消

火器メーカーに戻されており、また、保守販売業者が自社で解体したことによ

って排出される消火薬剤についても、そのほとんどが消火器メーカーに戻され

ている。しかし、一部は、依然として埋立処分にまわっているのが実態である。

そのため、これら埋立にまわっている消火薬剤の回収方法についても検討して

いく必要がある。 

○消火器メーカーに回収された消火薬剤のほとんどは、消火再生薬剤や肥料の原

材料としてリサイクルされている。 

・ Ａ社：回収消火薬剤は再生薬剤としてリサイクルするシステムを構築 

・ Ｂ社：回収消火薬剤は再生薬剤・肥料としてリサイクルするシステムを構築 

回収消火薬剤を肥料原料としてリサイクル実現（帯広畜産大学と共同研

究） 

・ Ｃ社：回収消火薬剤は再生薬剤としてリサイクルするシステムを構築 

・ Ｄ社：Ｂ社と共同で再生薬剤としてリサイクルするシステムを構築 

・ Ｅ社：消火薬剤メーカーＨ社に出荷（再生薬剤としてリサイクル） 

   自社の薬剤リサイクル施設を整備する予定である 

・ Ｆ社：消火薬剤メーカーＨ社に出荷（再生薬剤としてリサイクル） 

    自社の薬剤リサイクル施設を整備する予定である 

・ Ｇ社：消火薬剤メーカーＨ社に出荷（再生薬剤としてリサイクル） 

○消火器リサイクル専門業者に回収された消火薬剤のほとんどは、消火再生薬剤

や肥料の原材料としてリサイクルされている。 

・ Ｉ社：消火薬剤メーカーＨ社に出荷（再生薬剤としてリサイクル） 

・ Ｊ社：消火薬剤メーカーＨ社に出荷（再生薬剤としてリサイクル） 

・ Ｋ社：大手肥料メーカーに出荷（肥料としてリサイクル） 
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 実 態 調 査 結 果  

消火器から

回収される

薬剤 

○ 消火器メーカーでは、消火器から回収される消火薬剤は、詰替え用薬剤と比べ

て、比較的品質が良いことから、リサイクルの対象として取扱っている。 

○ 保守販売業者での詰替え時に複数メーカーの薬剤混合、不純物混入などがあり

リサイクルの阻害要因がある。 

○ 消火器メーカーでは、保守販売業者等と広報強化をしており、以前に比較して

不純物等の混入が少なくなるといった効果が現れている。 

消 

火 

薬 

剤 

の 

リ 

サ 

イ 

ク 

ル 

薬剤の詰替

時に発生す

る薬剤 

○ 薬剤の詰替えの際に発生する薬剤（一斗缶で回収）は不純物が含まれている場

合もあり、以前は、リサイクルには不適格とみなされて埋立処分されていた。

現在では、リサイクル技術が飛躍的に進み、リサイクルが可能となっている。

○消火器メーカーでは、保守販売業者等と広報強化をしており、以前に比較して

不純物等の混入が少なくなるといった効果も現れている。 

使用者からの

引き取り時 

○ 保守販売業者での引き取り： 

リサイクル料金徴収の実施方法と徴収額は差が大きい。 

（平成13年度調査結果：一般家庭設置消火器は無料での引き取りが45％）。 

○ アンケート調査結果： 

新しい消火器の販売を伴う回収の場合、リサイクル料金を徴収する業者が 50

％未満であり、料金を徴収しない業者が半数ある。また、不用消火器の回収・

引取のみの場合約95％が料金徴収を行っている。 

○ 消火器の価格が低下していることから、消火器リサイクルは採算にのりにくく

消火器リサイクルを経済ベースにのせるためにはリサイクル料金の徴収が必要

である。 

○ 日本消火器工業会では、リサイクル料金1,000円/本を目安としている。 

○ ヒアリング調査結果： 

保守販売業者で受け取るリサイクル料金は、300～1,000円/本程度（無料の

場合あり）である。 

○ アンケート調査結果： 

50％の保守販売業者で800～1,000円のリサイクル料金を徴収している実態

が明らかになった。 

・ 販売を伴う回収の場合、料金を低く抑える傾向が確認された。 

・ 現在徴収しているリサイクル料金による事業採算は、「回収のみで採算は合う

ようにしている」との回答が約20％、「販売と回収を行っても採算は合う」が

約40％であり、「販売と回収を行っても採算が合わない」、「現在の料金では経

済的に負担」との回答が30％以上あった。 

・ リサイクル料金として適当と考える金額は「1,000～1,500円」という回答が50

％近くあり、また「1,500～2,000円」という回答が30％以上となっている。 

・ リサイクル料金については、利用者が業者まで持ち込む場合に採算は合うが、

業者が引き取りに行く場合は、人件費等考慮に入れると現状は負担となってい

る実態が確認された。 

リ
サ
イ
ク
ル
料
金
の
徴
収 

保守販売業者

から消火器リ

サイクル専門

業者への引き

渡し時 

○ ヒアリング調査結果： 

  消火器リサイクル専門業者への引き渡しの際に消火器リサイクル専門業者に

支払う額は200～300円／本程度（収集運搬費込み）である。 

○ アンケート調査結果： 

  消火器リサイクル専門業者には保守販売業者の多く、（70％近く）が１本当た

り300～500円のリサイクル料金を支払っている。しかし20％以上の保守販売業

者で300円以下のリサイクル料金しか支払われていないことも確認された。 

○ 消火器リサイクル専門業者が適正な処理を行うために必要な料金： 

消火器リサイクル専門業者が適正な処理を行うために必要な料金は、最低 

 300円／本（運搬料込み）である。 
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 実 態 調 査 結 果  

保守販売業者

から廃棄物処

理業者への引

き渡し時 

○ アンケート調査結果： 

廃棄物処理業者に引き渡す場合のリサイクル料金は、50％が300円以下のリ

サイクル料金しか支払われていない。 

保守販売業者

から消火器メ

ーカーへの引

き渡し時 

○ アンケート調査結果： 

・ 消火器メーカー又は代理店に引き渡す場合、その半数は300～500円のリサイク

ル料金を支払っている。ただし、この料金はリサイクル料金が支払われている

場合のみの平均料金であり、取引の関係上、リサイクル料金が支払われないこ

ともある。 

・ 消火器メーカーの消火器のリサイクル料金（メーカーの算出例、リサイクル料

金のみ） 

  薬剤をリサイクルする場合：150～160円／本 

薬剤を埋立処分する場合  ：240～250円／本 
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１－２－３ 海外の消火器リサイクルに関する調査結果 

米国、ヨーロッパにおける不用消火器リサイクルの現状について、電子メール等によ

る調査及び現地調査を実施した。 

 
（１）事前調査  

消火器の容器等の金属部品は、技術的にリサイクルが容易に実施できることは、国内

のリサイクル業者の聞取り調査等で明らかになっており、残る課題は、消火器全体の重

量の約 50％を占める消火薬剤のリサイクルである。国内においては、既に実用化されて

いる手法があり、この点について諸外国の消火薬剤の廃棄処理状況について事前調査し

た結果は、次のとおりである。 

 
１）各国の現状 

① 米国の現状 

消火器については６年ごとのメンテナンスとなっている。容器の耐圧試験において

消火薬剤をいったん取り出し、耐圧試験後、容器を乾燥して、一定条件をクリアした

消火薬剤をそのまま容器に戻すリユースを行っている。リサイクルは実施していない。 

 

② 英国の現状 

リサイクルされる材料の使用は、消火性能に悪い影響を与える可能性があり、また、

異なる種類の粉末の混合は化学的に危険であるため、リサイクルはされていない。粉

末消火薬剤は、容器から分離し、埋立用地に送り、泡消火薬剤は、専門の化学品廃棄

請負業者に送っている。 

 

③ ドイツの現状 

・国際防災展の情報 

消火薬剤の廃棄処理は政府の監視下にあるが、強制はしていない。廃棄消火器の粉

末消火薬剤のリサイクルは、肥料、防火材等に再利用されているが、割合は低い。ま

た、泡消火薬剤については、化学処理を行い乾燥させ、埋め立て処分している。容器

等は、金属、プラスチック等に分別し廃棄物専門業者に引き渡している。 

 

・Loedige 社のメール回答 

使用期限を超えた古い消火薬剤は、消火薬剤としてはリサイクルしていない。古い

消火薬剤は廃棄物業者に売買され、さらに消火薬剤を原料として使用できる肥料関係、

建材関係、その他の産業に無償又は有償で売買される。 

粉末消火薬剤の回収方法は、消火薬剤メーカーからコンテナで集められる。各社の

製造した各種の粉末消火薬剤（ＡＢＣ消火薬剤、ＢＣ消火薬剤）が混ざっているため、

消火薬剤メーカーでは対処できないのが現状である。ＡＢＣ消火薬剤は酸性であり、

ＢＣ消火薬剤は弱アルカリ性であるため、化学的性質が異なる。 
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ドイツにおいて消火薬剤メーカーは、同業者にノウハウを公開しないのが一般的で

ある。 

Loedige 社は、数年前に古い粉末消火薬剤を乾燥して、オイル添加剤をコーティング

したことがあり、最終製品は新品同様のものが得られたが、プロジェクト自体が成立

しなかった。 

 

・Trienekens 社（廃棄物処理・リサイクル会社）のメール回答 

ドイツにおいては、現時点では廃棄消火器の処理は所有者に責任があり、製造者又

は地方公共団体には処理の義務はない。個人の所有者は専門の廃棄物回収場所に持っ

ていくことになる。大量に廃棄消火器を排出する企業は、専門の廃棄物回収業者に回

収してもらうことになる。Trienekens 社は、粉末消火器についてのみ廃棄処理を受け

入れているが、ごくわずかである。手作業による解体を行っている。リサイクルも行

うが、一部は埋め立て処分される。Trienekens 社で所有している家電製品のリサイク

ルプラントのような本格的な廃棄消火器についてのリサイクルプラントはドイツ国内

には現状では存在しない。 

 

④ オーストリアの現状 

Rosenbauer 社（消火器は生産していないが、消防車の付属品として取扱っている。）

のメール回答 

オーストリアにおける消火器は、一般に 10～20 年で廃棄している。処理方法は、分

解し、鋼、黄銅、ゴム、消火薬剤に分別する。消火薬剤は特殊処理業者に渡され処理

されるが、粉末消火剤の処理については規則が厳しく、適切な処理方法が見つかるま

で 200Ｌのドラム缶に入れ保存されている。カートリッジは、リフォームされる。オー

ストリア国内の廃棄消火器本数は、年間約１万本程度である。（オーストリアの人口は

800 万人） 

 
２）消火器の消火薬剤の種類ごとの比率 

消火器の消火薬剤の種類ごとの比率は、日本においては検定制度の関連で明確にな

っているが、諸外国においては生産数、比率等が明確ではない。事前調査における消

火器の消火薬剤ごとの比率等を下記に示す。ドイツ・オーストリア圏では日本と同様

に粉末消火器が優勢を占めているようであるが、ヨーロッパの他の国を同一視はでき

ないようである。 

 

・ベルギーＥＵ議会の消火器の設置状況 

水系消火器 53％ 800本 

CO2消火器 40％ 600本 

粉末消火器 7％ 100本 

合    計 100％ 1,500本 
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・2000 年６月にドイツのインタシュッツで行なわれた国際消防展の聞取り調査にお

けるドイツ Minimax 社の担当者の説明は次のとおりである。 

 

   水系消火器    15％ 

  CO2消火器     5％ 

   粉末消火器    80％ 

   合    計    100％ 

 
・オーストリアの消火器の生産比率の回答（Rosenbauer 社）は、下表のとおりであ

る。消火器の検査はドイツの検査機関が行なっており、年間 25,000 件としてい

る。オーストリアの生産比率は、日本と同様に粉末消火器が多くなっている。 

 

   水系消火器    20％ 

 CO2消火器    10％ 

   粉末消火器    70％ 

   合    計    100％ 

 
（２）海外現地調査 

米国、英国、ドイツ、オーストリアの廃棄消火器のリサイクルについての事前調査に

おいて、ドイツ以外ではリサイクルを実施していないこと及びドイツにおけるリサイク

ル制度が他のヨーロッパの諸国のモデルとなっていることから、海外調査の対象をドイ

ツとし、平成 13 年１月 22～28 日まで、ドイツ廃棄物処理産業連邦協会（ＢＤＥ）、デュ

アルシステムドイツランド社（ＤＳＤ）、ドイツ廃棄物処理協会（ＥｄＤＥ）、Minimax

社にヒアリング調査を実施した。 

その結果、米国、英国、ドイツ、オーストリアにおいて消火器リサイクルを実施して

いるのは、ドイツだけであった。ドイツ以外の国では、埋め立て処分を行っているのが

現状である。 

ドイツについては、消火器の金属類は溶解して再利用し、消火薬剤は化学肥料、堆肥

としてリサイクル処理をしているもので、日本においても実用化されている技術である。 

従って、リサイクル技術については、特に参考となるところはなかった。しかし、制度

面については、資格要件を満足する廃棄物処理専門業者の認定制度があり、製造業者は、

廃棄物処理・リサイクルを認定廃棄物処理専門業者に容易に委託できる仕組みとなって

いる等、リサイクルに対する社会環境が完成されているといえる。 

なお、今回の調査において、米国では消火薬剤をいったん取り出し、容器の耐圧試験

後、乾燥させて、一定条件をクリアした消火薬剤をそのままその容器に戻すというリユ

ースを行っているケースがあることを確認した。 




